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＜討議資料＞ 

住  所       熊本県球磨郡湯前町７９６－５ 

電  話      ０９０－１０３２－７９１２ 

電子メール   info@shiiba-hiroki.com 

ホームページ(ＨＰ)  http://shiiba-hiroki.com/  

フェイスブック https://www.facebook.com/yokatsu7 

ツイッター   https://twitter.com/yokatsu7 

 

※※※※インターネットインターネットインターネットインターネットでででで本本本本活動報告活動報告活動報告活動報告以外以外以外以外の情報の情報の情報の情報もももも発信発信発信発信中！中！中！中！

※平成２７年１０月１日～平成２８年４月３０日の情報を元に作成 

 

私たち議員は、早いもので４年目を迎えています。いよいよ改選の年です。 

そして、鶴田町政３期目＝地方創生が始動しました。 

私は、この活動報告を通じて、住民主体の町づくりが更に前進できるように、まち

づくりの最新動向をお伝えしていきます。 ※行政・議会の見える化を向上 

◎◎◎◎新たな農業支援策を追加新たな農業支援策を追加新たな農業支援策を追加新たな農業支援策を追加    【【【【関連：関連：関連：関連：農業支援対策特別委員会農業支援対策特別委員会農業支援対策特別委員会農業支援対策特別委員会】】】】

産業振興課が検討してきた新たな農業支援策５項目を、平成２８年度当初予算で可

決しました。 

〇土地利用型農業経営確立支援対策補助金 

〇農業機械施設等導入補助金 

〇施設園芸規模拡大等支援補助金 

〇農業後継者等支援補助金 

〇湯前版中山間地域直接支払補助金 

 

◎◎◎◎政治倫理審査会政治倫理審査会政治倫理審査会政治倫理審査会を踏まえたを踏まえたを踏まえたを踏まえた議会議会議会議会最終報告最終報告最終報告最終報告は？は？は？は？    

 １月７日に政治倫理審査会の報告を受け、議員全員協議会で今後の対応について

協議しました。３月定例会で、森山宏議員が謝罪しました。 

今後、一連の経緯や議会の対応などについて、６月の議会だよりで最終報告します。 

    

◎◎◎◎テニスコート改修計画テニスコート改修計画テニスコート改修計画テニスコート改修計画    再浮上再浮上再浮上再浮上    【【【【関連：関連：関連：関連：一般質問一般質問一般質問一般質問（（（（H27. 6H27. 6H27. 6H27. 6））））】】】】    

第５次総合計画（平成２８年度～平成３２年度）

で、テニスコートの改修計画が示されました。

平成２１年度、平成２２年度の総合計画［実施

計画］で、以前計画されたものです。町内外の

皆様に安心・安全でテニスを楽しんでいただけ

るようなテニスコートの整備が待たれます。 

 

［↑詳細は旬報にも掲載］ 



◎◎◎◎消防団活動消防団活動消防団活動消防団活動服服服服のののの配備配備配備配備がががが決定決定決定決定    【【【【関連：関連：関連：関連：一般質問一般質問一般質問一般質問（（（（H27. 6H27. 6H27. 6H27. 6））））】】】】    

他町村と比べて随分古い、燃えにくい素材は未使用、消防団員服

制基準に対応していない点なども踏まえて、活動服を新たに配備

することを提案し、平成２８年度予算で活動服が導入されること

になりました。 

今後の大きな課題は、団員数減少による消防団の再編です。 

消防団の再編は、地域の身体・生命・財産を守るために、早急な

対応が求められます。 

 

◎◎◎◎農業支援対策の検証農業支援対策の検証農業支援対策の検証農業支援対策の検証    【一般質問【一般質問【一般質問【一般質問（（（（H27. 9H27. 9H27. 9H27. 9））））】】】】    

農業経営体の育成農業経営体の育成農業経営体の育成農業経営体の育成 

＜＜＜＜現状の新規就業者数では、本町の農業を維持できなくなる現状の新規就業者数では、本町の農業を維持できなくなる現状の新規就業者数では、本町の農業を維持できなくなる現状の新規就業者数では、本町の農業を維持できなくなる？！？！？！？！＞＞＞＞    

２０００年から２０１０年にかけて、総農家数は約５０戸減少しました。 

 現在の総農家数４８０人の内、約３分の１が７５才以上の高齢者です。 

Ｈ１２年からＨ２６年の１５年間で、新規就農者はわずかに１５人。 

このままだと、３０年後の本町農業者人口は、１００人以下になります。 

＜＜＜＜今こそ農業公社の出番今こそ農業公社の出番今こそ農業公社の出番今こそ農業公社の出番？？？？！！！！＞＞＞＞    

国、県、町の農業支援制度は、ルールが煩雑で自分で活用できる制度を見つけるこ

とは大変です。そこで、湯前町農業公社に農業支援に関わる業務を委託し、就農や

営農、法人化などの窓口支援を推進することについて提案しました。 

＜＜＜＜農業公社の活動状況や支援メニューを公開農業公社の活動状況や支援メニューを公開農業公社の活動状況や支援メニューを公開農業公社の活動状況や支援メニューを公開できないか？できないか？できないか？できないか？！！！！＞＞＞＞    

 農業公社にはホームページがないため、町内外から活動状況や支援メニューなど

を見ることができません。他自治体にある農業公社や農業機構のように、ホーム

ページで支援メニューや活動内容を情報共有し、受入体制を強化していくことを

提案しました。農業公社は、設立５年目を迎えています。 

        

労働生産性の高い作物選定労働生産性の高い作物選定労働生産性の高い作物選定労働生産性の高い作物選定    

＜＜＜＜本町本町本町本町は、水稲中心の耕作スタイルは、水稲中心の耕作スタイルは、水稲中心の耕作スタイルは、水稲中心の耕作スタイル＞＞＞＞    

 本町の農業産出額は、２０１０年で約１３億円。その内、米の産出額は約３億円

で全体の約２４％。現状の耕作地（約６０２ｈａ）は、おおよそ田９割、畑１割

です。 

＜＜＜＜農業先進地農業先進地農業先進地農業先進地はははは、、、、田よりも畑の割合が田よりも畑の割合が田よりも畑の割合が田よりも畑の割合が圧倒的に高い圧倒的に高い圧倒的に高い圧倒的に高い！！！！＞＞＞＞    

 議会産業視察で訪れた自治体の畑割合はいず

れも３０％を超えており、特に北海道の富良

野市や美瑛町、長野県小布施町は７０％を超

えています。ちなみに人吉球磨で畑の割合が

もっとも高いのが相良村の約４５％。２位の

錦町が約２０％。いずれの町村も１ｈａあた

りの農業産出額が人吉球磨で１位と２位です。

本町における畑の割合は、約１０％です。 



 ＜＜＜＜労働生産性の高い労働生産性の高い労働生産性の高い労働生産性の高い儲かる作物づくり儲かる作物づくり儲かる作物づくり儲かる作物づくり＞＞＞＞    

 本町の農業産出額は、耕作面積の９割を占める米が１位ではなく、野菜が１位、

畜産が２位です。本町と耕作面積が近い長野県小布施町は、果実「りんご」が主

力で約２０億円、（有）トップリバー視察研修でお世話になった長野県の御代田

町は、野菜「レタス」が主力で約２２億。ちなみに北海道美瑛町は野菜「ばれい

しょ」が主力で３５億円です。 

 

 ＜よ＜よ＜よ＜より生産性の高い農業を目指す！り生産性の高い農業を目指す！り生産性の高い農業を目指す！り生産性の高い農業を目指す！＞＞＞＞    

生産性の高い儲かる作物を生産していく上で、農業先進国と言われるオランダやイ

スラエルの農業が世界的に注目されています。 

オランダの農業は、徹底したコスト管理のもと大量生産を行い、高い収益率を確保

しています。農業生産額における施設園芸の割合は約４割を占め、農産物輸出額は

世界２位。一方イスラエルは、味や品質にこだわった付加価値の高い作物を生産し

ており、トマトをはじめ欧州でブランドが確立しています。現場の農園、研究者、

企業が一体となって農業発展に邁進しています。 

熊本県には、平成元年４月に発足した熊本県農業研究センターがあります。 

本町のＩＣＴ利活用推進協議会で取り組まれている産官学連携を、農業支援におい

ても導入し、研究機関や企業、ＪＡ、農園が一体となって生産性向上を目指してい

くことを提案しました。 

＜農業公社の人材配置と人財育成＞＜農業公社の人材配置と人財育成＞＜農業公社の人材配置と人財育成＞＜農業公社の人材配置と人財育成＞    

 町長に代わり農業公社の理事長を務める副町長は、農業公社の再スタートにご尽

力いただいている最中です。できるだけ早く役場業務に復帰していただくために

も、農業支援をしっかり実行できる指導者が求められます。 

また、公社社員が意欲を持って「くまもと農業経営塾」などのハイレベル研修を受

講していただき、地域農業の生産性向上を支援できるような人財育成も必要です。 

    

既存農家の支援既存農家の支援既存農家の支援既存農家の支援（（（（農業用水路の受益者負担金農業用水路の受益者負担金農業用水路の受益者負担金農業用水路の受益者負担金））））    

農業用水路の受益者負担をなくした場合、町が建設費の負担をしなければなりませ

ん。地方自治法の２２４条に、自治体は受益者から分担金を徴収することができる

旨の法律があります。今後、農業用水路を全て町負担にした場合の建設費は、約１

億２,０００万円という答弁がありました。毎年１,０００万円の経常的な支出が増

えると、この経常的収支比率を０.５％程度押し上げ、町の財政に影響します。 

農業支援の建議では、「受益者負担をなくし町負担にしてはどうか」という提案も

させていただきました。新たな農業支援策、地方創生への取組、町の財政状況、そ

して受益者負担の原則を踏まえて、慎重に対応しなければなりません。 

      

◎◎◎◎後継者の支援後継者の支援後継者の支援後継者の支援    【一般質問【一般質問【一般質問【一般質問（（（（H27. H27. H27. H27. 12121212））））】】】】    

後継者対策助成金条例の後継者対策助成金条例の後継者対策助成金条例の後継者対策助成金条例の更なる更なる更なる更なる改善改善改善改善を！！を！！を！！を！！ 

昨年６月の条例改正で、後継者対策助成金は一律３０万円に引き上げられましたが、

２つの課題が残りました。１つ目は、就業後すぐに助成金の申請ができないことで

す。これは、「湯前町後継者対策に関する条例」第４条によります。 



 ２つ目は、附則の条件で助成金が１０万円になる期間が存在することです。地方

創生元年である平成２７年度以降、就業後すぐに申請できること、一律３０万円

を交付することを提案しました。 

 Ｈ２６年度は、農業への新規就農者が４名でしたが、この１０万円交付に該当し

ます。地方創生が叫ばれる中、就業時期の違いで交付金額が異なるのは疑問です。 

 

まずはまずはまずはまずは後継者後継者後継者後継者や事業承継に関する現状調査を！！や事業承継に関する現状調査を！！や事業承継に関する現状調査を！！や事業承継に関する現状調査を！！    

これまで国や地方自治体、各種経済団体は、さまざまな後継者施策を実施していま

す。地方自治体においても、主体的に事業存続・承継政策を行うことが、地域住民

の生活水準維持や地域社会の持続のために必要です。平成１８年に中小企業庁が発

表したデータでは、年間３０万社近くの廃業企業のうち約４分の１の７万社で「後

継者がいない」ことが廃業理由でした。 

現状、国内企業の約３分の２が後継者不在といわれています。 

後継者や事業承継に関する現状調査を、今後実施していくことを提案しました。 

 

◎◎◎◎光インターネットの利用拡大光インターネットの利用拡大光インターネットの利用拡大光インターネットの利用拡大    【一般質問【一般質問【一般質問【一般質問（（（（H27. 12H27. 12H27. 12H27. 12））））】】】】    

 本町の光回線を使用したインターネットサービス（これ以降、光インターネット

と称します。）は、Ｈ２３年１５０世帯から始まり、早５年目を迎えました。 

     

高齢者世帯の利用促進を高齢者世帯の利用促進を高齢者世帯の利用促進を高齢者世帯の利用促進を！！！！！！！！    

＜＜＜＜現在の契約数現在の契約数現在の契約数現在の契約数＞＞＞＞    

１１月末時点の光インターネット契約数は２６７件２６７件２６７件２６７件。 

全世帯に対する契約率は、五木村の３割超、水上村の２割超の現状を見た時に、

本町は２割未満（１６．３％）。総務省の「通信利用動向調査」や「情報通信白

書」によると、高齢者層のインターネット利用率は、年々拡大しています。 

６５歳以上で約７割、７０歳代で約５割の利用状況です。本町の高齢者だけの世

帯において、光インターネット契約数は約４５世帯（１１．４％）と低調です。 

※【参考】※【参考】※【参考】※【参考】光インターネットの運用経費光インターネットの運用経費光インターネットの運用経費光インターネットの運用経費 

光インターネットに関する運用経費は、約１５００

万円。そのうち、各世帯に設置されているＩＰ告知

端末の保守委託料が約３分の１を占めています。 

利用料収入は約１４００万円です。 

 ＜高齢者世帯の利用料金高齢者世帯の利用料金高齢者世帯の利用料金高齢者世帯の利用料金値下げ＞値下げ＞値下げ＞値下げ＞    

日本各地で、高齢者層を対象にしたパソコン教室やタブレット端末利用講習会など

ＩＴ・ＩＣＴ利活用の取組が行われています。 

 高齢者世帯の利用料について、例えば、高齢者だけの世帯は１，０００円、高齢

者と同居あるいは隣接している世帯は３，０００円など、民間と同様な高齢者世

帯に優しい割引制度を導入して加入促進を図ることを提案しました。 

公設公営のメリットは、自治体で自由に料金設定ができることです。光インター

ネットサービスを、より多くの住民の皆様（できれば全員）にご利用いただくこ

とで、健康寿命の延伸、町からの情報提供など、様々な付加価値が実現できます。 

 



◎◎◎◎行政改革行政改革行政改革行政改革    【一般質問【一般質問【一般質問【一般質問（（（（H28H28H28H28. . . . 3333））））】】】】    

 町長の説明責任町長の説明責任町長の説明責任町長の説明責任    

最近耳にした住民の声には、「セクハラや公金着服はどうなったのか？」「農業公

社はどうなっているのか？」「杵つき精米所はどうなったのか？」「湯芽科房はど

うなったのか？」などがあります。政策課題や不祥事など、議会では説明がなされ

ているのですが、議会傍聴や議会中継を聞かれているのは一部の方であり、多くの

住民には届いていません。今後の様々な町の課題について、広報誌など全住民が確

認できる手段で説明責任を果たし、行政の透明性・住民との信用・信頼を高めてい

くことを提案しました。 

 

これからのこれからのこれからのこれからの職員採用職員採用職員採用職員採用を考えるを考えるを考えるを考える    

＜＜＜＜職員の本町定住職員の本町定住職員の本町定住職員の本町定住＞＞＞＞    

９月定例会の質疑で、本町一般職員６３名の内、町外から８名という答弁をいただ

きました。住民からは、町内採用を優先すべきという意見もあり、その想いは、本

町に定住してほしいという強い願いだと受け止めています。 

優秀な人財は、町内だけでなく幅広く募集した方がよいというのはその通りです。 

地方創生や住民感情も踏まえ、定年まで本町定住する職員採用を提案しました。 

＜＜＜＜即戦力の拡充即戦力の拡充即戦力の拡充即戦力の拡充＞＞＞＞    

平成２５年以降、職員採用の受験資格が３５歳に引き上げられ、有資格者の採用枠

も追加されました。国内の管理職平均年齢は、係長３９．６歳、課長４７．２歳、

部長５０．７歳というデータがあり、優秀な人財を採用するにはあと一息採用年齢

のハードルを上げる必要があります。また、即戦力ということであれば、偉大な功

績で住民福祉の貢献が期待できる人財採用枠を設ける方法もあります。 

年度途中であっても、即戦力の人財を採用し、職員スキルの向上や職場環境の充実

を図っていくことを提案しました。 

＜＜＜＜働きがいのある職場づくり働きがいのある職場づくり働きがいのある職場づくり働きがいのある職場づくり＞＞＞＞    

 早期退職や職員不足、町内定住などの課題は、職員の意識レベル（つまり、仕事

に対する“やる気”や“責任感”）と職員採用方針が原因です。 

 職員採用後の職員研修、職員配置、信頼構築なども含めて、現場を重視した働き

がいのある職場環境づくりが求められます。そして「上司は職員の仕事内容を承

認すること、職員は人と人との信頼関係を築くこと」が基本です。 

 

◎◎◎◎総合戦略総合戦略総合戦略総合戦略    【一般質問【一般質問【一般質問【一般質問（（（（H28. 3H28. 3H28. 3H28. 3））））】】】】    

更なる更なる更なる更なる若者向け・子育て世帯向けの住宅整備を！若者向け・子育て世帯向けの住宅整備を！若者向け・子育て世帯向けの住宅整備を！若者向け・子育て世帯向けの住宅整備を！！！！！    

ここ数年、本町の人口減少率が高くなっています。 

 国政調査の結果では、２月１日現在で３，９８８人、高

齢化率も４０％を超えてきました。平成２２年から平成

２７年の人口減少率は、五木村・球磨村、相良村に次い

で４番目です。人口減少対策で一番大事なことは、生産

年齢人口（１５才～６４才）の、特に若者雇用の定住で

す。後期の基本計画に、「若者向け単身住宅建設事業」、



「空き家購入等改修町営住宅事業」があります。この計画をＨ２８～Ｈ２９年度

に前倒しすることを提案しました。 

若者向け住宅、子育て世帯住宅は、本町における最緊急の課題です。 

 

総合戦略の総合戦略の総合戦略の総合戦略のビジョンビジョンビジョンビジョンをををを分かりやすく分かりやすく分かりやすく分かりやすく示すべき？！示すべき？！示すべき？！示すべき？！    

先日全世帯に配布され総合戦略（概要版）で、本町の未来ビジョンは、住民の皆様

に十分理解いただけましたでしょうか？ 昨年１１月に策定された湯前町総合戦

略には、既存政策も含めてたくさんの政策が記されています。 

政策の文章羅列で共感を得るのは、難しいのではないでしょうか。本町の未来ビジ

ョンを、分かりやすい形で住民・民間に示し、その実現に向けて、行政・住民・民

間が互いにその役割を果たし、一体となって取り組むことが重要です。 

 

◎◎◎◎町長３期目の基本政策町長３期目の基本政策町長３期目の基本政策町長３期目の基本政策    【一般質問【一般質問【一般質問【一般質問（（（（H28. 3H28. 3H28. 3H28. 3））））】】】】    

まんがのまちづくりまんがのまちづくりまんがのまちづくりまんがのまちづくりをををを更に更に更に更に推進する推進する推進する推進するためには？！ためには？！ためには？！ためには？！    

＜＜＜＜マンガに関する住民意識マンガに関する住民意識マンガに関する住民意識マンガに関する住民意識の把握の把握の把握の把握＞＞＞＞    

ゆのまえ漫画フェスタは、湯前まんが美術館が開館した平成４年（１９９２年）１

１月から国際［漫画・食］文化フェスティバルとして始まりました。 

マンガのまちづくりに対して肯定的な意見もありますが、２４年目を迎える今、「景

観上、マンガの町のイメージがない」「生活や産業にマンガが浸透していない」「美

術館と教育委員会が同じ場所にあり入りにくい」

「なぜマンガの町なのか？」など、住民意見が

様々にあることも事実です。マンガに対する住民

意識を正しく把握し、その意識を変えていくこと、

産業振興につなげていくことが、今後の課題です。 

 ＜＜＜＜マンガの町の位置づけを高めるためのビジョンマンガの町の位置づけを高めるためのビジョンマンガの町の位置づけを高めるためのビジョンマンガの町の位置づけを高めるためのビジョンと戦略と戦略と戦略と戦略＞＞＞＞    

町長の施政方針は、毎年度「まんが美術館の特別展、漫画フェスタの開催で、マン

ガの町としての位置づけを高めていきます」という内容です。 

平成２６年度のマンガ関連経費は、約２０００万円。 

まんが美術館の来場者数は現状３,７３１人、まんが図書館が１０，６９１人と、

図書館利用の方が多くなっています。「終着駅効果と特色ある地域資源を活用した

地域活性化戦略」により、平成２８年度以降で駅周辺の再開発が行われます。 

＜＜＜＜マンガマンガマンガマンガ資源を活かしたまちづくり資源を活かしたまちづくり資源を活かしたまちづくり資源を活かしたまちづくりと実施と実施と実施と実施体制体制体制体制の構築の構築の構築の構築＞＞＞＞    

本気でマンガのまちづくりを推進するのであれば、商品パッケージや紙袋などにマ

ンガイラストを活用したり、マンガ関連商品を販売したり、観光バスやくま川鉄道

の団体客も受け入れ可能な美術館や図書館、販売拠点を整備したり、マンガのまち

を意識できる景観、例えばマンガロードなど、マンガを生活や町内産業と連携する

しくみが必要です。また、まんが美術館・まんが図書館を「民間委託」する考え方

もあります。地域おこし協力隊や行政職員も協業しながら、「まちづくり」や「観

光物産」の実施体制を構築しなければ、マンガのまちづくりの推進は成し得ません。 

 

 

 



光インターネット光インターネット光インターネット光インターネットサービスサービスサービスサービスををををよりよりよりより多くの住民へ提供できないか？！多くの住民へ提供できないか？！多くの住民へ提供できないか？！多くの住民へ提供できないか？！    

町長の３期目基本政策には、「町内の全家庭にある光ケーブルを使ったＩＣＴで暮

らしやすさを向上」があります。１２月の一般質問に関連して、高齢者世帯や小中

学校の子育て世帯を対象に、格安で光インターネットサービスを提供できないかを

提案しました。本町ＩＣＴ関連の地方創生先行型予算額は、２，０００万円を超え

ます。ぜひ、１人でも多くの住民が利活用できる政策実現を期待しています。 

     

『人材育成基金』を活用した人『人材育成基金』を活用した人『人材育成基金』を活用した人『人材育成基金』を活用した人づくりづくりづくりづくりを！！を！！を！！を！！    

平川前町長は、就任１年目に「人づくり＝後継者・担い手の育成」のために人材育

成基金を設置されました。私はこれまで、人材育成基金のような果実運用型基金６，

１５０万円を取崩型にして活用することを提言してきました。今こそ人材育成基金

を活用して、「人づくり」の方針を定めて、人財育成に投資していくべきです！ 

まちづくりを推進するためには、「未来を拓く人づくり」が重要です。 

        

『『『『大胆な財政出動大胆な財政出動大胆な財政出動大胆な財政出動』』』』によるによるによるによる産業力強化産業力強化産業力強化産業力強化を！！を！！を！！を！！    

本町における産業力の強化は、最優先で取り組まなけ

ればならない喫緊の課題です。 

日本は、長きに渡りデフレーション（需要よりも供給

が多い状況）から脱却できていません。デフレ期にお

いて必要なことは、未来への投資をすること、「設備

投資」「人材投資」「公共投資」の推進です。 

 平成２８年度には、新規の農業振興対策、交通インフ

ラや住環境の整備が計画されています。これらは「設

備投資」「公共投資」の推進となり、産業振興課や建

設水道課のこれまでの取組は高く評価できます。地方

創生の今こそ、大胆な財政出動で未来の投資を図り、

産業全体の基盤強化に取り組むことを提案しました。 

 

『『『『ふるさと創生ふるさと創生ふるさと創生ふるさと創生基金基金基金基金』』』』を活用したを活用したを活用したを活用した町内流通のしくみ町内流通のしくみ町内流通のしくみ町内流通のしくみづくりづくりづくりづくりを！！を！！を！！を！！    

産業政策の投資により、「人・物・金」が町内で流通するしくみをつくらなければ、

大胆な財政出動の意味がありません。例えば、湯楽里、社会福祉協議会、上球磨森

林組合、球磨プレカットなど、第三セクター企業の需要を創出し、町内事業者との

連携を強化し、第三セクター企業と民間が共に成長していくという流れが必要です。 

本町には、「ふるさと創生基金」という約３億円の積立があります。竹下内閣の時

に、「ふるさと創生事業」として各自治体に１億円交付されたものです。 

「自ら考え自ら実践する地域づくり」の

目的があれば、すぐに活用できます。 

地方創生の今こそ、「ふるさと創生基金」

を「町内産業力の強化」と「町内流通の

基盤作り」に活用していくことを提案し

ました。 



◎◎◎◎杵つき精米所杵つき精米所杵つき精米所杵つき精米所の現状の現状の現状の現状 

 湯前町農産物加工施設である杵つき精米所は、農業公社が

４月から指定管理で運営することになりました。約１年

ぶりの再開となった主な要因は、公募をしても運用先が

見つからなかったことです。杵つき精米所の建設は、公

社構想や直売所構想を条件に、当時の議会で可決してい

ます。当初の目的は、「農業の活性化を図る」ことであ

り、経営することが大前提です。経営するには、優秀な

スタッフも必要ですが、経営者の手腕が一番重要です。

また、杵つき精米所を経営するためには、具体的な事業

計画を作り、販路拡大を目指すことが必要です。製造・

販売・営業・商品開発など、公社でどこまで対応できる

かが大きな課題です。 

  

◎◎◎◎上球磨消防署庁舎建て替え設計関連予算に上球磨消防署庁舎建て替え設計関連予算に上球磨消防署庁舎建て替え設計関連予算に上球磨消防署庁舎建て替え設計関連予算に動議動議動議動議    【【【【３３３３月】月】月】月】

総務常任委員長の立場で、本件に対する動議を提出し

ました。庁舎建て替え関連予算３９２万６千円を減額

提案し、可決しました。内訳は、庁舎建て替えに伴う

地質調査、測量、基本設計、実施設計の各業務委託料

で、湯前町の負担分です。 

平成２４年３月に行われた庁舎の耐震調査結果は、不

適格でした。それから４年間、庁舎建て替えに関する

具体的な基本計画は策定されていません。 

また、上球磨消防組合の正副組合長会や議会でも、十分な協議がなされていませ

ん。地域防災拠点として、老朽化や耐震化による庁舎建て替えは、早急に対応し

なければなりません。しかし、庁舎建て替えには、多額の費用がかかります。 

その財源、庁舎の規模や構造、土地周辺の造成や庁舎解体など、不明確な部分が

多々あります。早急に検討委員会を立ち上げ、具体的な基本計画を策定して、予

算の精度を上げる必要があります。 

４月２１日に、山下議長・澤田議会事務局主事と上球磨消防署に出向き、松本組

合長（多良木町長）に対して要望書を提出しました。 

  

住みよい町づくりへの提案・課題などございましたら、お気軽にご相談ください。

公共性・公平性・公正性や住民総意に基づいて、まずは調査させていただきます。 

 

 

※本内容は、平成２８年４月３０日までの情報を元に作成しています。 

本活動報告書は、近所の方、出会った方に、部数限定で不特定の方に配布してい

ます。毎回配布をご希望の方は、ぜひお気軽にご一報ください。 


